３　福島県核燃料税交付金交付事務取扱要領（廃止）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　定　昭和63年6月1日 

最終改正　平成27年3月13日 

廃　　止　平成27年4月1日　
第１　交付金の対象事業等について

１　対象事業に係る基本的要件

対象となる事業は、核燃料税の延長更新に係る特別な財政需要に沿ったものとする趣旨に鑑み、五カ年公共施設等整備事業計画に掲げられた事業とする。

２　対象事業に係る個別的要件

(1)　電源三法交付金を充当する事業は対象としない。

(2)　公共下水道建設事業、宅地造成事業、工業団地造成事業等は対象としない。

(3)　公用施設建設事業は対象としない。

(4)　国庫補助の対象となる事業は原則として国庫補助の採択を要件とする。

(5)　いわゆる箱物の整備事業は、必要性、緊急性、将来の負担等を勘案して対象とする。

　３　対象事業費の取扱い

(1)　福島県核燃料税交付金交付要綱（以下「要綱」という。）第2条別表第1に定める「地方負担額」とは、補助対象事業費から基本補助（本制度以外の補助事業）額その他の特定財源を控除した額とし、補助対象事業費は次のとおりとする。

ア　基本補助を有する場合………基本補助側で定めた額を参考として決定する。

イ　単独事業の場合………………国庫補助制度等の類似の補助事業等を参考として決定する。

(2)　投資的経費に係る事業における対象事業費の取扱い

ア　実施設計費は、設計に必要な調査費、設計費及び工事監理費とし、委託する場合に限り交付の対象とする。

イ　用地費及び補償費のみの事業は、交付の対象としない。

ウ　事務費は、事業者が事業の施行に伴い直接必要とする費用であって、基本補助を有する場合は、その範囲を限度額として交付の対象とする。また、単独事業の場合は、工事費の4.5％を限度として事業の施行態様に応じて積算された額とする。

第２　投資的経費に係る事業における事業実施までの手続き

１　実施設計書の作成

交付対象事業には、実施（出来高）設計書（仕様書、設計書、費用明細書等）を付するものとする。又、機械器具等の購入に係る実施設計書については、あらかじめ見積合わせ又は性能の比較検討を行い、機種を選定した後作成するものとする。

２　事業実施と関係法令等

事業の実施に当たって土地改良法、農地法、森林法等の手続きを要するものについては、関係法令の定めるところにより所要の手続きを了しておくものとする。

第３　事業の実施について

　１　投資的経費に係る事業における事業の施行

(1)　事業者は、契約と同時に請負業者に対し工程表を提出させるとともに、現地代理人を定めさせ工事に関する一切の事項を処理させるものとする。

(2)　事業者は、自己に代わって工事の指示監督員等を選任し、請負契約書、仕様書及び図面に定められた事項について工程表のとおり工事の施行がなされるよう指示監督にあたらせるほか、主要工事及び埋没、隠蔽により工事完了後に明示できない部分については、現場写真を撮影させ、必要に応じて工事の記録等をつけさせるものとする。

(3)　事業者は、請負業者が工事を完了したときは工事完了届を提出させ、請負契約書に定められた期間内に竣工検査を行い引き渡しを受けるものとする。竣工検査に合格しないときは、請負業者に対して期間を定めて手直し工事を行わせ、再度検査を行った後引き渡しを受けるものとする。

　２　事業計画の変更等

(1)　要綱第4条の変更は、各事業ごとに判断するものとする。

(2)　要綱第4条第1項第1号の事業量とは、道路の延長、建物の面積等事業の主要な過程に係るものをいう。

(3)　事業者は、充当事業協議後に交付金の額の変更及び事業の内容等の変更（事業実施期間の延長を含む）を行うときは、核燃料税交付金充当事業変更協議申請書を提出し、県原子力等立地地域振興事務所長（以下「所長」という。）の承認を受けるものとする。

なお、この承認は、当該協議後の変更契約等を行う前に受けるものとする。

(4)　事業者は、諸般の事情により交付決定を受けた年度内に、交付金事業の遂行が困難となった場合には、速やかにその旨を記載した書類を作成し、(3)に準じて報告し、所長の指示を受けるものとする。

なお、天災その他の災害による場合にあっては、災害の種類、被災時の工事の進捗度、復旧見込額、防災復旧措置等を明らかにし、被災写真を添付するものとする。

第４　基本補助事業との調整について

基本補助を有する事業に対してこの交付金を充当する場合の取扱いについては、原則としてこの要領に定めるもののほか基本補助の取扱いによるものとする。

第５　事務の委任について

福島県核燃料税交付金の交付に関する事務は、福島県財務規則（昭和39年福島県規則第17号）第4条第2項の規定に基づき、所長に対して委任するものとする。

　　　附　　　則

１　要綱附則第3項の規定により適用される要綱第２条に規定する核燃料税交付金特別枠に係る対象事業等は、第1の1から3までの規定にかかわらず、五カ年公共施設等整備事業計画に基づいた事業又は原子力発電所立地に係る特別な財政需要に対処するための財政基盤の充実強化に必要な事業の実施に要する経費のうち、知事が必要と認めるものとする。

２　要綱附則第7項及び第8項の規定により適用される要綱第2条に規定する23年度特別枠、23年度通常枠及び20年度特別枠に係る対象事業等は、第1の1から3までの規定にかかわらず、五カ年公共施設等整備事業計画に基づいた事業、東日本大震災の復旧・復興に係る事業又は原子力発電所立地に係る特別な財政需要に対処するための財政基盤の充実強化に必要な事業の実施に要する経費のうち、知事が必要と認めるものとする。

３　要綱附則第11項の規定により適用される要綱第2条に規定する26年度特別枠に係る対象事業等は、第1の1から3までの規定にかかわらず、東日本大震災の復旧・復興に係る事業又は原子力発電所立地に係る特別な財政需要に対処するための財政基盤の充実強化に必要な事業の実施に要する経費のうち、知事が必要と認めるものとする。
　　　附　　　則
　この要領は、平成6年4月1日から施行し、平成6年度分の交付金又は補助金から適用する。

附　　　則

　この要領は、平成15年4月1日から施行し、平成15年度分の交付金又は補助金から適用する。

　　　附　　　則

　この要領は、平成20年5月8日から施行し、平成20年度分の交付金から適用する。

附　　　則

この要領は、平成23年7月19日から施行し、平成23年度分の交付金から適用する。

附　　　則

この要領は、平成27年3月13日から施行し、平成26年度分の交付金から適用する。
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